
令和 5 年度第 2 回成田市保健福祉審議会子ども・子育て支援部会 

会議結果概要 

 

１ 開催日時 

  令和 5年 12月 20日（水）10：00～11：00 

 
２ 開催場所 
  成田市役所 議会棟 3階 執行部控室 
 
３ 出席者 
  （委員） 

   山田部会長（議長）、木村委員（職務代理者）、高橋雅美委員、高橋知子委員、 
小川委員、小倉委員、髙嶺委員、岸本委員、古川委員 

  （事務局） 
   健康こども部：髙橋部長 
   子育て支援課：谷崎課長、檜垣課長補佐、青柳係長、兼坂主査、在田副主査 
   保育課：宮﨑課長、多田主幹、北見主幹、鴻池係長、遠藤係長 
   健康増進課：飯田課長、柴田課長補佐、田中係長 
   社会福祉課：小竹課長 
  （傍聴人）6名 
    

４ 議題 

 （1）成田市こども計画の概要及びそのアンケート調査について 

 （2）子ども・子育て支援部会委員の追加選出について 

 （3）利用定員の設定について 

 

５ 配布資料 

 ・会議次第 

 ・席次表 

 ・資料 1-1「成田市こども計画の策定のためのアンケート調査の概要」 

・資料 1-2～1-8「アンケート調査の設問項目資料」（A3） 

・資料 2-1「成田市子どもの生活実態調査の調査資料」 

（小学 5年・中学 2年生用と保護者用の調査票） 

・資料 2-2「成田市子どもの生活実態調査の調査資料」（高校 2年生用の調査票） 

・資料 3-1「成田市子ども・若者意識調査の調査資料」 

（小学 4・6年生・中学 1年生用の調査票） 

・資料 3-2「成田市子ども・若者意識調査の調査資料」（15歳～29歳用の調査票） 

・資料 4-1「成田市子育て支援ニーズ調査資料」（未就学児の保護者用の調査票） 

・資料 4-2「成田市子育て支援ニーズ調査資料」（就学児の保護者用の調査票） 

・資料 5「子ども・子育て支援部会委員の追加選出について」 

・資料 6-1、6-2「利用定員の設定について（はしが台幼稚園）」 

 



６ 議事 

 ○傍聴者の受け入れについて 

  議 長：本日の議題について、会議を非公開とする議題に該当しないため、成田 

市情報公開条例第 24条に基づき公開して開催する。 

本日は 6名の傍聴希望があるため、傍聴者の入室を認めることとしてよ

ろしいか。 

  委員一同：（異議なし） 

  議 長：異議がないため、傍聴者の入室を認める。 

 

 ○議題（1）成田市こども計画の概要及びそのアンケート調査について 

  資料 1-1～資料 4-2に基づき、事務局から説明。質疑応答等の後、承認。 

主な質疑応答以下のとおり。 

 

委 員：小学生等の子どもは、タブレットでの回答ということでしたが、タブレッ

トで回答する場合は、どの子のタブレットから回答があったかっていう

のはわかるのでしょうか。また、タブレットでの回答にした理由について

教えてください。 

 

事務局：どの子のタブレットから回答があったかというのは、分かりません。 

タブレットでの回答とした理由については、教育委員会からの提案でも

ありまして、生徒にタブレットを配布しているので、紙で回答するより

も、子どもたちにとってもタブレットを使った方が回答しやすいと考え

られるためです。また、回答結果の集計がしやすいということもありま

す。 

 

委 員：調査対象が高校 2年生や保護者の場合で、調査対象者の人数が限られてい

ますが、調査対象の人数をなぜその人数としたのでしょうか。 

 

事務局：今回、初めての調査ということもあり、小・中学生については、対象学年

の生徒全員にお願いしたいと考えているところですが、その他の高校生

や 15 歳から 29 歳までの方については、提案にある調査対象者数があれ

ば、ニーズなどを把握でき、計画を策定する上では問題ないだろうという

ことでの提案の数としております。また、子ども・子育て支援事業計画の

ニーズ調査については、前回と同じ人数とさせていただいたところです。 

 

委 員：その数があればニーズ等を把握できるというのは、どのような根拠なので

しょうか。 

 



事務局：計画策定などを専門としている方からの助言をいただいた中で、この数と

しております。 

 

委 員：例えば、高校生全体の人数の何％の回答があればいいということでしょう

か。 

 

事務局：助言いただいた中での話ですと、300人から 400人の調査対象者数で把握

できることでしたが、高校 2年生については、今回は 500人としました。

全体の人数から導いたものでなく、統計学的な考えに基づいた数字と考

えております。 

 

委 員：こども基本法は、全ての子どもが意見を表明できることをうたっており、 

子どもの権利条約では、差別なく子どもが意見を表明し参加できるとい

うことを記載しています。今回のアンケートでは、対象を 4 年生以上と

して、1年生から 3年生までについて、おそらくアンケートに答えられな

いだろうということかとは思いますが、アンケートを取らなくてもいい

ということ自体が疑問です。なぜ 4 年生以上としたのでしょうか。成田

市として、こども計画を策定するにあたり、成田市がすべての子どもをし

っかりと見ているというところを、もっと打ち出しても良いかと思いま

す。小学 1 年生から 3 年生をアンケートの調査対象とすれば、未就学児

の保護者、小学 1 年生～中学 3 年生までで、すべての子どもに意見を聞

いていると受け止められると思いますが、実際にアンケート調査として

は、小学 1年生から小学 3年生については、難しいのでしょうか？ 

 

事務局：委員ご指摘のとおり、まず、1 年生から 3 年生までは、子ども自身が自

分の思ったことなどをどこまで回答ができるのかという不安があるとい

うことがあります。また、他の自治体の事例では、4年生以上からをアン

ケートの対象としていることが多かったということがありますが、1年生

から 3年生については、全く意見を聞かないということではありません。

詳細は決まっておりませんが、来年度にワークショップ等を開催して今

回の調査の対象となっていない子どもの意見を聞く機会を設けたいと考

えていることから、今回のアンケートの対象については 4 年生以上とさ

せていただいたところです。 

 

委 員：アンケート自体のことですが、設問数が多いという印象です。聞きたい

ことが多くあるということは分かりますが、このアンケート１回で、こど

も計画を作ろうと思っているからこそ、設問数が多いのかと考えてしま

います。子どもはもちろん大人でも大変かと思います。 



 

事務局：今回のアンケートについては、国が行ったアンケートを参考にしており

ますが、類似の設問や設問の内容によっては設問から外し、また、市とし

て聞きたい内容を加えるなどして、内容を精査した上で、今回のアンケー

ト内容としたところです。対象の学年が低い子どもになるに従って問題

数が少なくするなどの工夫はしておりますが、政策を検討する上で必要

と考えられる設問が今回提案した設問となっております。こども大綱の

内容やアンケート自体を実際に職員が行うなどの検証を重ねていく中で、

さらに設問数を少なくしたいと考えておりますが、現状としては、提案の

設問数となっております。 

 

委 員：子どもからのアンケートの回収が少しでも多く回収できればいいなと思 

います。 

 

○議題（２）子ども・子育て支援部会委員の追加選出について 

資料 5に基づき事務局から説明。特に質疑等がなく承認。 

次回の保健福祉審議会に議案として提案する。 

 

○議題（３）利用定員の設定について 

 資料 6-1、6-2に基づき事務局から説明。特に質疑等がなく承認。 

 

○その他の質疑応答 

委 員：保育士の不足により、園児の受け入れができない状況があるが、東京都

に隣接している千葉県の自治体では、保育士の流出を防ぐために、様々

な補助により保育士の処遇を改善する等の政策を考えていたり、行って

いるということですが、成田市ではどのような政策を実施、または考え

ているのでしょうか 

 

事務局：本市においても、保育士不足というのは本当に深刻な問題になっており

ます。実態としまして、保育士不足による待機児童が発生しているよう

な状況です。本市におきましても、その保育士確保に対しての対策とい

たしましては、国の補助事業を活用した宿舎借上げ支援や保育士が働き

やすい環境を整えるための様々な対策を行っております。処遇改善の面

では、なりた手当ということで毎月給与の上乗せと、本市独自の一時金

の支給という形で、保育士の方に長く勤めていただきたいという離職防

止の意味で、そのような手当を支給しています。 

 



委 員：来年度にこども計画を策定されるということで、急いで作ろうとせず、

丁寧に進めてほしいと考えております。子どもに関してのことですの

で、子どもに寄り添って計画を作ってほしいです。 

 

議 長：こどもまんなか社会ということで、子どもに重点を置いた政策が計画

されると思いますが、よろしくお願いしたいと思います。 

   

委 員：保育士の給与について、東京都に近い自治体ほど給与が高くなってい

るような状況かと思いますが、成田市の保育士の処遇改善ということ

で、なりた手当が増えるということはないのでしょうか。 

 

事務局：保育士の給与については、基本的には公定価格の中で行うという認識

でありますが、今回、人事院勧告の給与改定を受けて、公定価格を引

き上げるということもあります。これは全国的なものですが、本市で

は、なりた手当という本市独自の処遇改善を行っているところであり、

来年度につきまして、現在、来年度予算の査定を行っているところで

すので、上がる、上がらないというのは、申し上げにくいところです

が、現場の声や保育士のその業務の大変さについては、十分に理解し

ておりますので、来年度に向けて、検討しているところでございます。 


